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2. In realizing this right, States Parties shall ensure that:
　a） 　Persons with disabilities are not excluded from the general education system on the basis of 
disability, and that children with disabilities are not excluded from free and compulsory primary 
education, or from secondary education, on the basis of disability;
　d） 　Persons with disabilities receive the support required, within the general education system, to 
facilitate their effective education;
　筆者はかつて，米国教育使節団報告書にみる「特殊教育」観の検討を行った2。戦後改革において，
第一次使節団による「［障害児の］就学については，通常の義務教育法によって規定されなければ

















































































































8　同上 p. 295。 
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　また，「クラスター」とは葡萄の房のごとくに連なったものであり，特別支援学校を地域に分散
配置してこそ，専門性を確保した地域の教育資源の有機的連携が実現できよう。
⑸　教職員の専門性の確保，養成・研修の在り方について
　最後に，「12/24論点整理」は「教職員の専門性の確保」「教職員の養成・研修制度の在り方」に
も触れている。
　ところで，教職は「羨望職」ではなくむしろ「忌避職」となりつつある。低下する教員採用市場
の倍率を「十倍」程度に回復・維持すべく，若者を教職に向かわせる方策が求められる。昨今の教
員養成論議は初任時点で「立派な授業」等ができる「質保障」を求めるきらいがある。しかし，「教
職とは採用後定年までの30余年間を通して研鑽をつみ成長していく仕事である」と考える。この考
えの下に，①研鑽・成長の基礎的な力を有する者には免許状を開放制の下に広く与える，②こうす
ることで多様な資質をもった志願者を教員採用市場に引き寄せる，③採用決定後に１年間の実務研
修を行う（初任者研修を発展させて実務研修期間とする）という改善策を提起したい。
　教員免許状の授与は2008年度で21万件台，公立学校教員採用選考試験は2007年度で受験者延べ16
万人台，実際の採用は２万人台である。免許付与の要件に「１年間の実習・インターン」や「６年
制養成」を組み込んで予め免許取得者を絞り込むとすれば，教員採用市場は冷え込むであろう。そ
の意味で，採用決定後に実務研修を充実した方がはるかに合理的であり，かつ実現性も高い。
　なお，教育職員免許法の付則第16項により，現在は特別支援学校教諭免許状を持たなくても特別
支援学校の教諭等になることができるとされている。しかし，この「当分の間」猶予するとの規定
は1954年から半世紀以上にわたって続いているものであり，付則第16項を撤廃して特別支援学校免
許状の所持を義務化することが求められよう（その際，移行措置として，着任数年以内の認定講習
による免許取得を容認する案を含む）。また，先に述べた「学習支援教諭」に関しては，免許状に
よらず，「司書教諭」にならった講習による資格付与も検討されてよい。
【備考】 　本稿は，科学研究費補助金（基盤研究Ｃ）平成22～24年度「障害児の就学・進学・卒業時
における移行支援システムの構築―市町村ベースの体制整備」（課題番号22531067，研究代
表者：渡部昭男）による研究の成果の一部である。
障害者制度改革の推進のための基本的な方向（第一次意見）
 平成22年６月７日
 障がい者制度改革推進会議
［中略］
２）　教育
（推進会議の問題認識）
　障害者権利条約においては，あらゆる教育段階において，障害者にとってインクルーシブな
教育制度を確保することが必要とされている。
　障害の有無にかかわらず，それぞれの個性の差異と多様性が尊重され，それぞれの人格を認
め合う共生社会の構築に向け，学校教育の果たす役割は大きい。人間の多様性を尊重しつつ，
巻末資料１
渡部昭男：日本の就学法制に係る障害者権利条約を踏まえた検討課題 415
精神的・身体的な能力を可能な最大限度まで発達させ，自由な社会に効果的に参加するとの目
的の下，障害者が差別を受けることなく，障害のない人と共に生活し，共に学ぶ教育（インク
ルーシブ教育）を実現することは，互いの多様性を認め合い，尊重する土壌を形成し，障害者
のみならず，障害のない人にとっても生きる力を育むことにつながる。
　また，義務教育だけでなく，就学前の教育，高校や大学における教育，就労に向けた職業教
育や能力開発のための技術教育，生涯教育等についても，教育の機会均等が保障されなければ
ならない。
　なお，現行の教育基本法の第４条第１項の教育上差別されない例示に「障害」が明記されて
いないところであり，「障害」が除かれる趣旨ではないものの，今後明文化することも検討す
べきである。
【地域における就学と合理的配慮の確保】
　日本における障害者に対する公教育は，特別支援教育によることになっており，就学先や就
学形態の決定に当たっては，制度上，保護者への意見聴取の義務はあるものの，本人・保護者
の同意を必ずしも前提とせず教育委員会が行う仕組みであり，本人・保護者にとってそれらの
決定に当たって自らの希望や選択を法的に保障する仕組みが確保されていない。
　また，特別支援学校は，本人が生活する地域にないことも多く，そのことが幼少の頃から地
域社会における同年齢の子どもと育つ生活の機会を失わせたり，通常にはない負担や生活を本
人・保護者に求めたり，地域の子どもたちから分離される要因ともなっている。
　障害者が地域の学校に就学し，多大な負担（保護者の付き添いが求められたり，本人が授業
やそれ以外の教育活動に参加しにくいまま放置されるなど）を求められることなく，その学校
において適切な教育を受けることを保障するためには，教育内容・方法の工夫，学習評価の在
り方の見直し，教員の加配，通訳・介助者等の配置，施設・設備の整備，拡大文字・点字等の
用意等の必要な合理的配慮と支援が不可欠である。
　このような観点から，以下を実施すべきである。
　・ 　障害の有無にかかわらず，すべての子どもは地域の小・中学校に就学し，かつ通常の学
級に在籍することを原則とし，本人・保護者が望む場合のほか，ろう者，難聴者又は盲ろ
う者にとって最も適切な言語やコミュニケーションの環境を必要とする場合には，特別支
援学校に就学し，又は特別支援学級に在籍することができる制度へと改める。
　・ 　特別支援学校に就学先を決定する場合及び特別支援学級への在籍を決定する場合や，就
学先における必要な合理的配慮及び支援の内容を決定するに当たっては，本人・保護者，
学校，学校設置者の三者の合意を義務付ける仕組みとする。また，合意が得られない場合
には，インクルーシブ教育を推進する専門家及び障害当事者らによって構成される第三者
機関による調整を求めることができる仕組みを設ける。
　・ 　障害者が小・中学校等（とりわけ通常の学級）に就学した場合に，当該学校が必要な合
理的配慮として支援を講ずる。当該学校の設置者は，追加的な教職員配置や施設・設備の
整備等の条件整備を行うために計画的に必要な措置を講ずる。 【文部科学省】
【学校教育における多様なコミュニケーション手段の保障】
　障害者の人格，才能及び創造力並びに精神的及び身体的な能力を可能な限り発達させるため
には，教育が本人にとって最も適当な言語並びにコミュニケーションの形態及び手段によって
行うことが確保されなければならない。
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　このような観点から，以下を実施すべきである。
　・ 　手話・点字・要約筆記等による教育，発達障害，知的障害等の子どもの特性に応じた教
育を実現するため，手話に通じたろう者を含む教員や点字に通じた視覚障害者を含む教員，
手話通訳者，要約筆記者等の確保や，教員の専門性向上に必要な措置を講ずる。
　・ 　教育現場において，あらゆる障害の特性に応じたコミュニケーション手段を確保するた
め，教育方法の工夫・改善等必要な措置を講ずる。 【文部科学省】
（政府に求める今後の取組に関する意見）
○ 　障害のある子どもが障害のない子どもと共に教育を受けるという障害者権利条約のインク
ルーシブ教育システム構築の理念を踏まえ，体制面，財政面も含めた教育制度の在り方につ
いて，平成22年度内に障害者基本法の改正にもかかわる制度改革の基本的方向性についての
結論を得るべく検討を行う。
○ 　手話・点字等による教育，発達障害，知的障害等の子どもの特性に応じた教育を実現する
ため，手話に通じたろう者を含む教員や点字に通じた視覚障害者を含む教員等の確保や，教
員の専門性向上のための具体的方策の検討の在り方について，平成24 年内を目途にその基
本的方向性についての結論を得る。［後略］
 （2011年１月19日受付，2011年１月27日受理）
